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制度等改正について
１．入契法改正に伴う対応について

１-１ 労務費等内訳書の追加提出

１-２ 労務費ダンピング調査

２．発注見通しの公表回数の変更について

３．入札参加資格認定主観点の評価項目の新設について（健康経営優良法人）

４．建設工事における発注基準表の変更について（令和９年度より適用）

５．建設工事入札参加資格審査申請にかかる変更点について



１．入契法改正に関する対応について

【概要】
建設業の処遇改善、働き方改革、生産性向上などの総合的な取組により担い手を確保

し、建設業を持続可能なものとするため、令和６年６月14日に「建設業法及び公共工事の
入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する法律」（令和６年法律第49
号。以下「一部改正法」という。）が公布されました。

このうち、受注者に対する不当に低い請負代金による契約締結の禁止、受注者に対す
る著しく短い工期による契約締結の禁止、建設工事の見積書に記載すべき事項の明記、
通常必要と認められる材料費等の額を著しく下回る見積り・見積り変更依頼の禁止等、
入札金額の内訳書に記載すべき事項の明確化等に係る規定が令和７年12月12日から
施行され、これにより一部改正法は全面施行されることとなりました。

令和8年4月1日以降の公告案件から『労務費等内訳書』の提出が必要になります。
令和8年6月1日以降の公告案件から『労務費ダンピング調査』を実施します。
未提出・不備等の場合、入札無効や建設Ｇメンへの報告（通報）となりますのでご注意ください。



１．入契法改正に伴う対応について

改正内容（公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律）（以下、「入契法」という）

○入札金額の内訳書に記載すべき事項の明確化（入契法第12条関係）
【入契法条文】
（入札金額の内訳の提出）
第12条 建設業者は、公共工事の入札に係る申し込みの際に、入札金額の内訳（材料

費、労務費及び当該公共工事に従事する労働者による適正な施工を確保するために不
可欠な経費として国土交通省令で定めるものその他当該工事の施工のために必要な経
費の内訳をいう。）を記載した書類を提出しなければならない。

【入契法施行規則条文（一部略）】
（適正な施工を確保するために不可欠な経費）
第１条 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第12条の国土交通省
令で定める経費は、次のとおりとする。
１ 法定福利費 材料費、労務費に加え、左記の
２ 安全衛生経費 ３項目を加えた経費を内訳書に
３ 建設業退職金共済契約に係る掛金 記載し提出しなければならない。



１-１ 労務費等内訳書の追加提出

○労務費等の明示について（入契法第12条関係） 【令和8年4月1日以降公告案件】
（1）提出が必要となる書類・記載項目

・市指定様式の『労務費等内訳書』を既存の工事費内訳書と併せて提出してください。
※ 任意様式による提出は認めませんのでご注意ください。
【記載項目】
直接工事費（材料費／労務費）／法定福利費（事業主負担分）／安全衛生経費／建退共制度の掛金

（２）提出方法【重要】
・工事費内訳書＋『労務費等内訳書』を1つのPDFファイルにまとめて提出してください。

（３）適用対象
・随意契約を除く市発注の建設工事を対象とし、令和８年４月1日以降に公告する案件から。

（４）周知・猶予期間
・令和８年5月31日までの公告案件については、周知・猶予期間として、『労務費等内訳書』に不備等があって
も直ちに入札無効とはしないものとして取り扱います。令和８年６月１日以降の公告案件については不備等
（未提出、一部未記載も含む）がある場合は入札無効になりますのでご注意ください。

１．入契法改正に伴う対応について



１-２ 労務費ダンピング調査

○労務費ダンピング調査について（入契法第13条関係）【令和８年６月１日以降公告案件】
（1）一定水準の確認

・提出された『労務費等内訳書』に記載された直接工事費について、本市設計額の直接工事費に
一定係数（0.97）を乗じて得た額（以下、「一定水準」という。）と比較します。

（2）一定水準を下回った場合の取扱い
・労務費を十分に考慮した入札か確認するため、理由書の提出を求めます。
・理由書提出期限は、開札日の翌日正午までとします。

（3）理由書の取扱い
・合理的な理由があると認められる場合は、追加の対応や手続は求めることはありません。
・合理的な理由が認められない場合は、是正を求める「要請書」を送付の上、国の建設Gメンへ報告（通報）。
なお、当該報告をもって入札を無効としたり、契約を締結しないものではありません。入札及び契約の取扱い
は、通常どおり行います。

・提出要請があったにもかかわらず理由書を提出期限までに提出しない場合は、入札無効になります。

（4）適用対象
・随意契約を除く市発注の建設工事を対象とし、令和８年６月１日以降に公告する案件から。

１．入契法改正に伴う対応について



○労務費等内訳書について
【記載事項（赤枠）】
①提出日
②会社情報
③直接工事費（材料費/労務費）/法定福利費（事業主負担分）/

安全衛生経費/建退共制度の掛金

【記載時の注意事項】
・注意事項を必ず確認したうえで、工事費内訳書と併せて提出
して下さい。

・「算出不能」や「一部のみ計上」などの取扱いが認められる
のは、市場単価方式や標準単価方式等を活用している場合
等により算出が困難な場合に限ります。

※法定福利費は従前より契約後に提出する請負代金内訳書に
おいて明示を求めていることから、上記取扱いの対象外です。

・金額欄を「－」とする場合は、必ず備考欄にその旨が分かる
ように記載してください。
金額欄が「－」であって、備考欄に記載が無い場合は、
一部未記載として入札無効とします。
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○理由書について
※理由書は、落札候補者に対して、入札時提出された

「労務費等内訳書」内の「直接工事費」が一定水準※１を下回った場合
に提出を求めます。

【記載事項（赤枠）】
①提出日
②会社情報
③理由の記載

【注意事項】
・注意事項を必ず確認したうえで、作成・提出してください。

提出期限：開札日翌日の正午まで
提出方法：必要事項の記入、押印の上※２、持参※３により

提出

※１ 官積算直接工事費の97％
※２ 事後審査資料と併せて電子入札システムにより提出

する場合は押印不要。
※３ 期限内にＦＡＸで提出した場合は、原本の提出は

後日持参又は郵送も可。
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○要請書について
※要請書は、合理的な理由が得られなかった場合に発出します。
※合理的な理由があると認められる場合は、追加の対応や手続を

求めることはありません。

・合理的な理由が認められない場合は、是正を求める
「要請書」を送付の上、国の建設Gメンへ報告（通報）します。
なお、当該報告をもって入札を無効としたり、契約を締結
しないものではありません。
入札及び契約の取扱いは、通常どおり行います。



１-２ 労務費ダンピング調査

労務費ダンピング調査は、入契法第13条の規定に基づき実施するものです。

実施にあたっては、国土交通省が示している「労務費ダンピングを防止するための公共発
注者向けガイドライン」に基づき行います。一読することをおすすめします。

１．入契法改正に伴う対応について



現在、建設工事及び建設業関連業務の発注見通しは、入契法に基づき公表が義務付けられ、『静岡市におけ
る建設工事の請負契約等に係る入札情報等の公開に関する要綱（平成15年４月１日施行）』にて、『毎年度当
初』と『10月１日の見直し』の計２回の公表を行うこととしています。

しかし、補正予算への対応や突発的な事業計画の変更などに対応できていないことなどから、公表回数を
年２回から年４回に改正しました。

【改正前】
公表時期：４月１日、10月１日

【改正後】
公表時期：４月、８月、11月、１月の各月の１日を目途に公表

２．発注見通しの公表回数の変更について



令和７年度から総合評価方式（施工能力Ⅰ型、Ⅱ型）において加点している「健康経営優良法人」について、
令和９年度より入札参加資格認定主観点の評価項目として新設します。
これに伴い、総合評価方式における加点は廃止します。

※健康経営優良法人・・・健康課題、健康促進に即した取組を経営的な視点で、戦略的に取組む企業を
経済産業省が認定するもの。
認定は年１回。概ね８月～１０月申請受付、３月認定のスケジュール。
詳細は経済産業省ホームページを確認してください。

本市では「静岡市健康爛漫計画」において重点的な取組事項として位置づけ推進しています。

評価開始時期：令和９・10年度の建設工事入札参加資格審査申請（定期）から
評 価 要 件：資格審査申請にかかる書類提出時点で認定を受けていること
提 出 書 類：認定証の写し
注 意 点：令和９年１月に予定している令和９・10年度定期認定においては、「健康経営優良法人2026」の

認定が必要になります。

３．入札参加資格認定主観点の評価項目の新設について（健康経営優良法人）



４．建設工事における発注基準表の変更について（令和９年度より適用）

【変更後発注基準表】※（）内は現行

土木一式 建築一式 電気 管 舗装

A 6,000万円以上（4,000万円） 12,000万円以上（8,000万円） 4,500万円以上（1,500万円） 4,500万円以上（1,500万円） 2,500万円以上（1,500万円）

B
6,000万円未満（4,000万円）
2,500万円以上（1,500万円）

12,000万円未満（8,000万円）
  3,000万円以上（2,000万円）

4,500万円未満（1,500万円）
1,000万円以上（   500万円）

4,500万円未満（1,500万円）
1,000万円以上（   500万円）

2,500万円未満（1,500万円）
1,000万円以上（   500万円）

C
2,500万円未満（1,500万円）
1,000万円以上（   500万円）

  3,000万円未満（2,000万円） 1,000万円未満（   500万円） 1,000万円未満（   500万円） 1,000万円未満（   500万円）

D 1,000万円未満（   500万円）

等級 建設工事の種類と予定価格

国土交通省が、等級区分を定める目安となる発注基準を、1999年度に変更してからおよそ26年ぶりに見直した。近
年の急激な物価上昇等を踏まえ、現行の発注基準の金額を1.14倍に引き上げました。静岡市においても、過去の発注
状況等を分析し、下表のとおり現行の発注基準等について見直しを行います。

次回の認定期間に合わせて、令和９年度から適用します。



５．建設工事入札参加資格審査申請にかかる変更点について

令和８年度より、以下のとおり変更としました。

（１）市ホームページに掲載する入札参加者資格名簿への登録をもって
資格認定通知に替えるものとします。
※認定通知は送付しません。

（２）市税納税証明書は、直近１年分を提出してください。


